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基準改正の背景
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4

SSBJは、第65回サステナビリティ基準委員会（2026年3月10日開催）に
おいて、「温室効果ガス排出の開示に対する改正」として次のサステナビリティ
開示ユニバーサル基準及びサステナビリティ開示テーマ別基準（以下あわせて
「本改正基準」という）を公表することを決議し、2026年3月13日に公表し
た

改正サステナビリティ開示ユニバーサル基準「サステナビリティ開示基準の
適用」（以下「改正適用基準」という）

改正サステナビリティ開示テーマ別基準第1号「一般開示基準」（以下
「改正一般基準」という）

改正サステナビリティ開示テーマ別基準第2号「気候関連開示基準」（以
下「改正気候基準」という）

改正基準の公表
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我が国最初のサステナビリティ開示基準の公表

2025年3月5日、SSBJは、我が国最初のサステナビリティ開示基準（以下
「2025年基準」という）を公表した

サステナビリティ開示基準（以下「SSBJ基準」という）は、以下の3つの基準
から構成されている

サステナビリティ開示ユニバーサル基準「サステナビリティ開示基準の適用」
（以下「適用基準」という）

サステナビリティ開示テーマ別基準第1号「一般開示基準」 
（以下「一般基準」という）

サステナビリティ開示テーマ別基準第2号「気候関連開示基準」
（以下「気候基準」という）

公表日以後終了する年次報告期間（3月決算の場合、2025年3月期）か
ら適用可能

5
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SSBJ基準開発にあたっての基本的な方針

基準を適用した結果として開示される情報が、国際的な比較可能性を大きく
損なわせないものとなるようにする

IFRSサステナビリティ開示基準（以下「ISSB基準」という）との整合性を図る
ことを基礎とし、原則としてISSB基準の要求事項をすべて取り入れる

相応の理由が認められる場合には、ISSB基準の要求事項にSSBJ基準
独自の取扱いを追加し、ISSB基準の要求事項に代えてSSBJ基準独自
の取扱いを選択することを認める

ISSB基準にはない定めであっても、個別に検討したうえで必要と認められ
る場合には、SSBJ基準においてISSB基準の要求事項に追加した定めを
置く

6

SSBJ基準は、2025年6月にIFRS財団が公表した「法域スナップショット」
においてISSB基準と機能的に整合した結果をもたらすように設計されてい
ると評価されている
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SSBJ基準公表後の対応

ISSB基準との機能的整合性の維持

ISSBによりISSB基準が新規に公表されるか、既存のISSB基準が改訂
される場合、SSBJにおいてSSBJ基準における取扱いについて可及的速
やかに検討を開始する（適用基準BC19項(1)）
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ISSB基準の修正（2025年12月公表）

8

「温室効果ガス排出の開示に対する修正ーIFRS S2号に対する修正」
（以下「IFRS S2号の修正」という）

ISSB基準の適用において識別された以下の項目に関する課題への対応

スコープ3カテゴリー15の温室効果ガス排出の測定及び開示

ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示における「世界
産業分類基準」（GICS）の使用

「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004年）」
（以下「GHGプロトコル（2004年）」という）とは異なる測定方法の使用

使用する地球温暖化係数（GWP）

「『温室効果ガス排出の開示に対する修正』と整合した結果的修正ー『SASB
スタンダード』に対する修正」（以下「『SASBスタンダード』の修正」という）

3つの「SASBスタンダード」のファイナンスド・エミッションに関する開示ト
ピックをIFRS S2号の修正にあわせて修正

対処された課題の多くは、SSBJがSSBJ基準を開発する際に識別していたもの
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2025年12月15日に「温室効果ガス排出の開示に対する改正案」として3つ
の公開草案を公表

サステナビリティ開示ユニバーサル基準公開草案第3号（サステナビリティ
開示ユニバーサル基準の改正案）「サステナビリティ開示基準の適用
（案）」

サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第4号（サステナビリティ開示
テーマ別基準第1号の改正案）「一般開示基準（案）」

サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第5号（サステナビリティ開示
テーマ別基準第2号の改正案）「気候関連開示基準（案）」

SSBJでは、IFRS S2号の修正の元となるISSBの公開草案の内容に基づ
き、 2025年8月に提案された修正に対応するSSBJ基準の取扱いを検討す
るプロジェクトを開始。2025年12月に公開草案を公表

SSBJ基準を改正する公開草案の公表
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10

コメント期限：2026年1月28日

コメント・レター9通（団体7通、個人2通）

2026年2月より、寄せられたコメントを踏まえた検討を実施

公開草案に寄せられたコメント
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SSBJ基準改正のタイムライン

改正基準の
開発に着手

改正基準の
公表

公開草案
公表

SSBJ基準

ISSB基準

公開草案
公表

IFRS S2号の
修正の公表

2025/12

2025/4

2025/8 2026/3

2025年基準
の公表

2025/3

IFRS S2号の
修正の暫定合意

2025/1 2025/12



3つの基準の改正内容
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改正にあたっての方針

13

SSBJ基準がISSB基準と機能的に整合していることを維持するため、原則とし
てISSB基準の要求事項をすべて取り入れる方針のもとで検討を行った

結果として、ISSB基準の要求事項に代えて企業が適用を選択することができ
るSSBJ基準に追加した選択肢や、ISSB基準に含まれない追加的な定めは
含まれていない

IFRS S2号の修正を気候基準の改正として取り込み

ISSB基準とSSBJ基準との差異となる項目は減少する
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本改正基準に含まれる主な論点

14

論点 基準

温室効果ガス排出の開示に関するIFRS S2号の修正の反映

「SASBスタンダード」のバージョンの更新

SSBJ基準の初めての改正にあたって必要と考えられる変更

適用時期等

論点 1 スコープ3カテゴリー15の温室効果ガス排出の測定及び開示

論点 2 ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示

論点 3 GHGプロトコル（2004年）の使用に対する法域別の救済措置

論点 4 使用する地球温暖化係数

気候

適用

適用
一般
気候

適用
一般
気候
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スコープ3カテゴリー15の温室効果ガス排出の
測定及び開示（1/4）

15

スコープ3カテゴリー15（投資）として開示する範囲が不明瞭

カテゴリー15の温室効果ガス排出の絶対総量の測定及び開示にあたり、
特定の金融活動の種類や資産クラスの明示的な除外がない

ファシリテーションに係る排出やデリバティブに帰属する排出について、測定
の方法論が確立されていない

問題の所在

論点 スコープ3カテゴリー15の範囲はどのように考えればよいか？

気候

論点 1
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スコープ3カテゴリー15の温室効果ガス排出の
測定及び開示（2/4）

16

IFRS S2号が修正されたことを受けて、整合的に気候基準を改正

スコープ3カテゴリー15（投資）の範囲

カテゴリー15の温室効果ガス排出の測定及び開示にあたり、ファイナンス
ド・エミッション以外の温室効果ガス排出を除外することができるとする容認
規定を追加（改正気候基準第56-2項）

ファイナンスド・エミッションの定義を改正し、カテゴリー15の構成要素である
ことを明確化（改正気候基準第6項(14)及び第57項）

「『ファイナンスド・エミッション』とは、報告企業が行った投資及び融資に関連して、投資
先又は相手方による温室効果ガスの総排出のうち、当該投資及び融資に帰属する部
分をいう。ファイナンスド・エミッションは、スコープ3のカテゴリー15（投資）の温室効
果ガス排出の全部又は一部を構成する。投資及び融資には、融資、プロジェクト・ファ
イナンス、債券、株式投資及び未実行のローン・コミットメントが含まれる。資産運用に
関する活動を行う企業のファイナンスド・エミッションには、運用資産に帰属する温室効
果ガス排出が含まれる。」（改正気候基準第6項(14)）

気候

論点 1

本改正基準の内容
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スコープ3カテゴリー15の温室効果ガス排出の
測定及び開示（3/4）

17

スコープ3カテゴリー15（投資）の範囲（つづき）

カテゴリー15の温室効果ガス排出に含めることとした金融活動について、
当該金融活動に関連するデリバティブに係る温室効果ガス排出をカテゴ
リー15から除外することができる（改正気候基準第56-2項また書き）

スコープ３カテゴリー15

ファイナンスド・エミッション
（FE）

FEの測定対象である活動及びFE以外のカ
テゴリー15の測定対象とした金融活動に関
連するデリバティブに係る排出を除外できる

他の金融活動に関連するGHG排出を除外
できる（除外した金融活動に関連するデリ
バティブに係る排出もあわせて除外される）

気候

ファイナンスド・エミッション以外の
温室効果ガス排出

論点 1

デリバティブ

保険に
関連する
排出

その他ファシリテー
ションに
係る排出

本改正基準の内容
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スコープ3カテゴリー15の温室効果ガス排出の
測定及び開示（4/4）

18

除外した金融活動についての開示

カテゴリー15から除外することとした温室効果ガス排出がある場合、除外
したカテゴリー15の温室効果ガス排出に関連する金融活動についての説
明を求める（改正気候基準第56-3項）

カテゴリー15から除外したデリバティブがある場合、当該デリバティブに関
連する金融活動及び何をデリバティブとして扱ったかについての説明を求め
る（改正気候基準第56-3項また書き）

ファイナンスド・エミッションの小計

既に定められているスコープ3温室効果ガス排出のカテゴリー別の開示に
加えて、スコープ3カテゴリー15の温室効果ガス排出の開示に含めたファイ
ナンスド・エミッションの小計の開示を求める（改正気候基準第56-4項）

気候

論点 1

本改正基準の内容
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ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報
の開示（1/4）

19

商業銀行又は保険に関する活動を行う場合、ファイナンスド・エミッションに関す
る追加的な情報の一部として、報告期間の末日において入手可能な、最新の
「世界産業分類基準」（GICS）の6桁の産業レベルのコードを用いて産業別
に分解した、スコープ別資産クラス別のファイナンスド・エミッションの絶対総量
及び資産クラス別のグロス・エクスポージャーを開示しなければならない（気候基

準C5項及びC6項）

GICSを用いるにあたりライセンス料の支払を求められる可能性がある

既に別の産業分類システムを用いている場合（特に、法令において要求されて
いる場合）には追加のコストがかかる

論点 「世界産業分類基準」（GICS）は必ず使用しなければならないのか？

問題の所在

気候

論点 2
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ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報
の開示（2/4）

20

GICSを用いるにあたりライセンス料の支払を求められる可能性があるとする懸
念が他の法域においても寄せられていたことを踏まえて、ISSBにおいてIFRS
S2号の改訂が検討されていた

当面の取扱いの導入

最新のGICSの6桁の産業レベルのコードを用いて産業別に分解したファイナン
スド・エミッション及びグロス・エクスポージャーに関する情報は、当面の間、
開示しないことができることとした（気候基準C7項、C8項）

開示しない取扱いを適用した場合、その旨を開示しなければならない

当面の取扱いを適用した場合、その後の報告期間において比較情報として
情報を表示するにあたり、産業別に分解したファイナンスド・エミッション及び
グロス・エクスポージャーに関する情報の比較情報を開示しないことができる
（その旨も開示）

2025年基準開発時の議論

気候

論点 2
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ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報
の開示（3/4）

21

IFRS S2号が修正されたことを受けて、整合的に気候基準を改正

産業分類システムの選択

ファイナンスド・エミッションの絶対総量及びグロス・エクスポージャーの産業
別の分解にあたってGICSを用いなければならないとする定めを削除

気候関連の移行リスクに対するエクスポージャーを理解するうえで有用な
情報をもたらす方法で相手方を産業別に分類することができる産業分類シ
ステムを選択するとの要求事項に修正（改正気候基準C5項(5)及びC6項(5)）

他のすべての条件が同じであれば、企業固有の産業分類システムよりも、一
般的に用いられている産業分類システムを選択することを優先しなければなら
ない

同じ産業や同じ法域で事業を営んでいる企業など、他の企業によって一般的
に用いられているシステムは、企業固有の産業分類システムよりも情報の比較
可能性を高める可能性がある（改正気候基準BC166-2項）

商業銀行及び保険に関する活動の両方を行う企業は、商業銀行と保険とで
同じ産業分類システムを用いる必要はない

気候

論点 2

本改正基準の内容
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ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報
の開示（4/4）

22

選択した産業分類システムに関する開示

産業別の分解のために選択する産業分類システムについて、次の開示要
求を追加（改正気候基準C5項(6)及びC6項(6)）

選択した産業分類システム

産業分類システムの選択がC5項(5)又はC6項(5)の定めをどのよう
に満たしているかを理解するための情報

当面の取扱いの削除

SSBJ基準独自の選択肢である、産業別に分解したファイナンスド・エミッ
ション及びグロス・エクスポージャーに関する情報について、当面の間、開示
しないことができるとする定め（気候基準C7項及びC8項）を削除

気候

論点 2

本改正基準の内容
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GHGプロトコル（2004年）の使用に対する
法域別の救済措置（1/3）

23

温室効果ガス排出の測定方法（気候基準第49項）

原則：GHGプロトコル（2004年）

例外：法域の当局又は取引所により用いることを要求されている方法

親会社

子会社

報告企業

温対法におけるSHK制度
の適用対象

子会社

問題の所在

論点 報告企業の一部分のみが法域等の要求事項の対象となっている場合、
その部分についてのみ例外を適用することは可能か？

気候

論点 3
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GHGプロトコル（2004年）の使用に対する
法域別の救済措置（2/3）

24

気候基準では、報告企業の一部分のみが法域の要求事項（例えば、温対法
におけるSHK制度）の対象となる場合に、対象となる一部分についてのみ救
済措置を用いることができることを想定した定めとしていた

GHGプロトコル（2004年）とは異なる方法のそれぞれについての区分開
示の要求（気候基準第50項、第51項）

FASF及びSSBJが公表する「有価証券報告書の作成要領（サステナビリ
ティ関連財務開示編）」において、GHGプロトコル（2004年）により測
定した排出量と、GHGプロトコル（2004年）とは異なる方法により測定
した排出量の両方が含まれる例が含まれる

法域の要求事項を報告企業全体で適用することを求めているのであれば、こ
の定めは使えなくなるとの解釈もあるとの情報はISSBに伝達

温対法におけるSHK制度を海外の子会社にまで適用することは現実的で
はないことを主張

明確化のためISSBにおいてIFRS S2号の改訂が検討されていた

2025年基準開発時の議論

気候

論点 3
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GHGプロトコル（2004年）の使用に対する
法域別の救済措置（3/3）

25

本改正基準の内容

IFRS S2号の修正によって、報告企業の一部分に適用可能であることが明
確化されたため、整合的な表現を用いて気候基準を明確化

「法域の当局又は企業が上場する取引所が、温室効果ガス排出を測定する
うえで異なる方法を用いることを企業の全部又は一部に対して要求している
場合、企業のその部分について、当該方法を用いることができる」 
（改正気候基準第49項ただし書き）

気候

論点 3

結論の背景において、上記の定めは報告企業全体のみならず、グループ内の
一部の企業、支店、事業所等にも適用可能であることを明確化（改正気候基準

BC130-2項）

これにより、救済措置の適用にあたり、報告企業全体が法域の要求事項
（例えば、温対法におけるSHK制度）の対象とされている必要はないこ
とがより明確になると考えられる
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使用する地球温暖化係数（1/4）

26

CO2相当の温室効果ガスの集約（気候基準第65項から第68項）

見積りの場合

（排出係数によりCO2相当量に変換されている場合）

（排出係数によりCO2相当量に変換されていない場合）

排出量＝活動量×CO2相当量に変換された排出係数

直接測定の場合

排出量 ＝ 活動量×排出係数×地球温暖化係数

問題の所在

排出量＝（構成ガスの）排出量
×地球温暖化係数

論点 地球温暖化係数（GWP）は、最新のものを使うこととされているが、
法域の当局又は企業が上場する取引所が異なる地球温暖化係数
（GWP）を用いることを要求している場合、調整する必要があるか？

気候

論点 4
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例えば、最新の「気候変動に関する政府間パネル」（IPCC）の評価における
100年の時間軸に基づく地球温暖化係数（GWP）は第６次評価報告書
（AR6）に基づくものであるが、温対法におけるSHK制度では、第５次評価
報告書（AR5）を基礎としたものが用いられている

問題の所在

温対法排出量

↑
この調整が必要か？

排出量 ＝ 活動量×排出係数×地球温暖化係数（AR5）×
地球温暖化係数（𝐀𝐑𝟔）
地球温暖化係数（𝐀𝐑𝟓）

気候

論点 4
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気候基準では、IFRS S2号と整合的な定めとする

温対法におけるSHK制度の適用対象となる企業における適用について参考に
なる情報として、SSBJハンドブックを公表

政令上、排出係数と地球温暖化係数（GWP）は別個に規定されるため、
調整計算は可能であるが、一体として扱うことが適切であると考えられ、
調整計算は不要との見解を示す

調整計算が必要になるとの解釈もあるとの情報はISSBに伝達

他法域においてもAR5が用いられており、調整計算することの費用対効果
が疑問視されていた

明確化のためISSBにおいてIFRS S2号の改訂が検討されていた

2025年基準開発時の議論

気候

論点 4
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IFRS S2号が修正されたことを受けて、整合的に気候基準を改正

IFRS S2号の修正によって、最新の地球温暖化係数（GWP）の使用に関
する法域別の救済措置が追加されたため、整合的な表現を用いて気候基準に
も救済措置を追加

原則：最新のIPCCの評価における、100年の時間軸に基づく地球温暖化
係数（GWP）（例：第6次評価報告書（AR6））

例外：法域において用いることを要求されている地球温暖化係数（GWP）
（例：第5次評価報告書（AR5））

また、論点3と同様に、企業の全部又は一部に適用可能であることを明確化

「ただし、法域の当局又は企業が上場する取引所が、7種類の温室効果ガス
をCO2相当量に変換するうえで異なる地球温暖化係数を用いることを企業の
全部又は一部に対して要求している場合、企業のその部分について、当該異
なる地球温暖化係数を用いることができる」（改正気候基準第66項ただし書き及び

第68項ただし書き）

気候

論点 4

本改正基準の内容
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適用

「SASBスタンダード」

リスク及び機会の識別並びにリスク及び機会に関する重要性がある情報の識
別のための判断にあたり、産業別基準である「SASBスタンダード」（2023年
12月最終改訂版）における開示トピック及び開示トピックに関連する指標を
参照し、その適用可能性を考慮しなければならない（適用基準第41項、第52項）

「SASBスタンダード」が改訂された場合、改訂後の「SASBスタンダード」
を参照し、その適用可能性を考慮することは自動的には要求されず、適正
手続を経て適用基準を改正してから、改訂後の「SASBスタンダード」を参
照し、その適用可能性を考慮することが要求される（適用基準BC84項）

当委員会において「SASBスタンダード」の内容を検討し、「SASBスタンダー
ド」の日本語訳を利用可能にすることの両方が必要

改訂後の「SASBスタンダード」を参照し、その適用可能性を考慮すること
ができる（適用基準第42項、第53項）

現行基準の確認
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適用

IFRS S2号の修正に伴う結果的修正として、「資産運用及び管理業務」、
「商業銀行」及び「保険」の「SASBスタンダード」が修正された

IFRS S2号の修正と同日（2025年12月11日）に公表

適用基準で参照する「SASBスタンダード」のバージョンを最新のものに更新
（改正適用基準第4項(11)②、第41項、第52項等）

「SASBスタンダード」（2023年12月最終改訂）

⇒ 「SASBスタンダード」（2025年12月最終改訂）

本改正基準の内容
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適用
一般
気候

適用時期等の定めについての変更

改正前の定め 改正基準 改正の理由

適用基準、一般基準、
及び気候基準は同時に
適用しなければならない
（適用基準第91項、一般基準
第40項及び気候基準第100
項）

SSBJ基準のすべての定めを適
用しなければならない
（改正適用基準第91項、改正一般基準
第40項、改正気候基準第100項）

SSBJ基準のすべての定めを
一体として適用しなければな
らないことを明確化する
（改正適用基準BC169-3項、改正
一般基準BC63-3項、改正気候基
準BC220-5項）

本基準は、公表日以後
終了する年次報告期間
に係るサステナビリティ財
務関連開示から適用す
ることができる
（適用基準第92項、一般基準
第41項及び気候基準第101
項）

2025年に公表された本基準は、
公表日である 2025年3月5日
以後終了する年次報告期間に
係るサステナビリティ関連財務開
示から適用する
（改正適用基準第92項、改正一般基準
第41項及び改正気候基準第101項）

2025年基準の適用時期に
関する定めであることを明確
にする
（改正適用基準BC169-3項、改正
一般基準BC63-3項、改正気候基
準BC220-5項）

本改正基準の内容
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られる変更（2/2）
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今後のSSBJ基準の円滑な維持管理を可能にする観点から、主に次の項目に
ついて記載を修正

適用基準における「サステナビリティ開示基準」及び「IFRSサステナビリティ
開示基準」の定義（適用基準第4項(9)及び(10)）において、基準を列挙した
記載の変更

適用基準内で参照しているISSBやIFRS財団等が公表する文書におけ
る団体名の記載の削除

「IFRS S2号の適用に関する産業別ガイダンス」の公表日の記載方法の
変更

これらの修正は、基準の内容を変更するものではない

適用
一般
気候

本改正基準の内容
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改正気候基準の適用時期について、IFRS S2号の修正の発効日と整合させ
る

2027年1月1日以後開始する年次報告期間から適用（改正気候基準第

101-2項）

IFRS S2号の修正の公表日である2025年12月11日以後終了する年
次報告期間について、早期適用を認める（改正気候基準第101-2項ただし書

き）

改正適用基準及び改正一般基準の適用時期については、改正気候基準と同
様とする（改正適用基準第92-2項、改正一般基準第41-2項）

適用
一般
気候

本改正基準の内容
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適用
一般
気候

【12月決算企業の場合】

2027/3期2026/3期 2028/3期

早期適用可能 原則適用

【3月決算企業の場合】

2025/12 2026/12

2026/12期2025/12期 2027/12期

早期適用可能

決算期

改正基準

決算期

改正基準

2026/3 2027/3

決算期別の適用時期

原則適用

本改正基準の内容
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改正気候基準の経過措置について、IFRS S2号の修正と整合的な定めを置
く

改正基準を適用する最初の年次報告期間において、実務上不可能である場
合を除き、次のとおり比較情報の更新を求める（改正気候基準第104-2項）

適用
一般
気候

改正気候基準の定め 経過措置

「GHGプロトコル（2004年）」の
使用に対する法域別の救済措置

救済措置を適用することを選択した場合、前報告期間に
当該救済措置を適用して測定していたものとして、前報告
期間に開示した温室効果ガス排出を更新する地球温暖化係数についての法域別

の救済措置

スコープ3カテゴリー15の温室効果
ガス排出の測定及び開示

前報告期間にスコープ3カテゴリー15の温室効果ガス排
出を開示していた場合、前報告期間に新たな定めを適用
していたものとしてファイナンスド・エミッションの小計を開示
する

ファイナンスド・エミッションに関する
追加的な情報の開示

前報告期間にファイナンスド・エミッションの情報を産業別
に分解して開示していた場合、新たな定めを適用して選択
された産業分類システムを用いて、前報告期間の情報を
分解する

本改正基準の内容



改正基準公表後の対応
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本改正基準の公表後、公益財団法人財務会計基準機構（FASF）及び
IFRS財団が連名で公表している「SSBJ基準とISSB基準の差異の一覧」に
ついて、必要な更新を行う予定

SSBJが公表している「SSBJ基準とISSB基準の項番対照表」についても、必
要な更新を行う予定

次の文書についても、更新の要否を検討し、必要に応じて更新版を公表する
予定

補足文書

SSBJハンドブック

改正基準公表後の対応
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